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○奈良県林業・木材産業改善資金貸付規則 

昭和五十一年十一月五日 

奈良県規則第三十号 

改正 昭和五三年八月八日規則第二六号 

昭和五三年九月二九日規則第三七号 

昭和五五年二月二九日規則第三二号 

昭和五五年一〇月一一日規則第二七号 

昭和五六年八月一一日規則第一一号 

昭和五七年一〇月五日規則第二九号 

昭和五九年一〇月一六日規則第二三号 

昭和六〇年九月一三日規則第一六号 

昭和六一年一二月一二日規則第二六号 

昭和六二年九月一六日規則第二二号 

平成二年一〇月九日規則第一九号 

平成三年七月一二日規則第一〇号 

平成四年六月一日規則第五号 

平成五年一二月七日規則第三二号 

平成六年一〇月一一日規則第二四号 

平成九年三月三一日規則第五八号 

平成九年六月二七日規則第八号 

平成一一年三月一九日規則第四一号 

平成一一年六月四日規則第一一号 

平成一二年三月三一日規則第八〇号 

平成一二年五月三〇日規則第二号 

平成一三年一二月四日規則第二八号 

平成一四年一〇月一日規則第二五号 

平成一六年一月一六日規則第三二号 

平成一七年三月三一日規則第六五号 

平成二三年三月三一日規則第二二号 

平成二四年八月三〇日規則第一五号 

令和二年三月三一日規則第五一号 

〔奈良県林業・木材産業改善資金貸付規則〕をここに公布する。 
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奈良県林業・木材産業改善資金貸付規則 

(平一六規則三二・改称) 

(貸付け) 

第一条 知事は、林業・木材産業改善資金助成法(昭和五十一年法律第四十二号。以下「法」

という。)、林業・木材産業改善資金助成法施行令(昭和五十一年政令第百三十一号。以下

「政令」という。)及び林業・木材産業改善資金助成法施行規則(平成十五年農林水産省令

第五十五号)の定めるところによるほか、この規則の定めるところにより、次の各号に掲

げる者に対し、それぞれ当該各号に掲げる資金を貸し付ける。 

一 法第七条第一項の認定を受けた林業従事者等及び中小企業者と農林漁業者との連携

による事業活動の促進に関する法律(平成二十年法律第三十八号。以下「農商工等連携

促進法」という。)第十三条第一項の認定中小企業者で知事が別に定めるもの(以下「林

業従事者等」という。) 林業・木材産業改善資金 

二 前号に掲げるもののほか、林業従事者等に対する林業・木材産業改善資金の貸付けの

業務を行う法第三条第二項に規定する融資機関 当該業務に必要な資金 

(平五規則三二・平九規則五八・平一六規則三二・平二三規則二二・平二四規則一

五・一部改正) 

(償還期間、据置期間等) 

第二条 償還期間(据置期間を含む。以下同じ。)は、十年以内とする。 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合における償還期間は、十二年以内とす

る。 

一 林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法(昭和五十四

年法律第五十一号)第三条第一項の認定を受けた者が、当該認定に係る同条第二項第三

号の措置を実施するのに必要な林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に

関する暫定措置法施行令(昭和五十四年政令第二百五号)第七条第一項に規定する資金

を借り入れる場合 

二 農商工等連携促進法第四条第一項の認定を受けた者が、当該認定に係る同条第二項第

二号ロの措置を実施するのに必要な資金を借り入れる場合 

三 農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法律(平成二

十年法律第四十五号)第四条第一項の認定を受けた者が、認定生産製造連携事業計画に

従つて同法第二条第三項第二号イに掲げる措置を実施するのに必要な資金を借り入れ

る場合 
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四 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律(平成二十二年法律第三十六

号)第十条第一項の認定を受けた者が、認定木材製造高度化計画に従つて木材製造の高

度化を実施するのに必要な資金を借り入れる場合 

五 地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利

用促進に関する法律(平成二十二年法律第六十七号)第五条第一項の認定を受けた者が、

当該認定に係る同条第四項第二号の措置を実施するのに必要な資金を借り入れる場合 

3 据置期間は、三年(前項第二号及び第五号に掲げる場合にあつては、五年)以内とする。 

4 一林業従事者等ごとの貸付金の限度額は、個人にあつては千五百万円、会社にあつては

三千万円、会社以外の団体にあつては五千万円(木材産業に係る林業・木材産業改善措置

を実施する場合にあつては、それぞれ一億円)とする。ただし、林業経営若しくは木材産

業経営の改善又は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保

を図るため、特に必要なものとして知事が農林水産大臣と協議した場合にあつては、当該

協議して定めた額とする。 

(平一六規則三二・全改、平二三規則二二・平二四規則一五・一部改正) 

(担保又は保証人) 

第三条 第一条第一号に掲げる資金の貸付けを受けようとする林業従事者等(政令第五条に

定める者を除く。以下「貸付申請者」という。)は、別に定める貸付基準により知事が相

当と認める担保を提供し、又は連帯保証人を立てなければならない。 

2 知事は、貸付金債権を保全するため必要があると認める場合は、資金の貸付けを受けた

者に対し、連帯保証人の追加若しくは交代又は担保の追加若しくは変更を求めることがで

きる。 

3 貸付申請者が団体であつて連帯保証人を立てる場合は、その構成員のうち当該借受けに

よつて受益する者(その者が特定されない場合にあつては、当該団体の理事等)が当該団体

の連帯保証人となるものとする。 

(平二規則一九・平五規則三二・一部改正、平一六規則三二・旧第六条繰上・一部

改正) 

(貸付けの申請) 

第四条 貸付申請者は、林業・木材産業改善資金貸付申請書(第一号様式)に別に知事が定め

る関係書類を添えその者の住所地又は主たる事務所の所在地(以下「住所地等」という。)

をその地区内とする森林組合法(昭和五十三年法律第三十六号)第九条第二項第一号の事

業を行う森林組合又は中小企業等協同組合法(昭和二十四年法律第百八十一号)第九条の
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二第一項第二号の事業を行う協同組合(以下「事務委託機関」という。)を経由して知事に

提出するものとする。 

2 事務委託機関は、林業・木材産業改善資金貸付申請書の提出があつたときは、これを住

所地等を管轄する農林振興事務所長に送付するものとする。 

3 第一項の場合において、同項の規定により難いと知事が認めるときは同項の規定にかか

わらず、貸付けを受けようとする者は、農林振興事務所長に当該貸付申請書を直接提出す

ることができる。 

4 農林振興事務所長は、前二項の規定により林業・木材産業改善資金貸付申請書の送付又

は提出があつたときは、当該貸付申請書に知事が設置する林業・木材産業改善資金運営協

議会の意見を付して、当該貸付申請書を知事に送付するものとする。 

5 第一条第二号に掲げる資金の貸付けを受けようとする融資機関(以下「融資機関」とい

う。)は、林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書(第二号様式)に別に知事が定める関

係書類を添え、これを当該林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書に係る林業・木材

産業改善資金の貸付けを受けようとする林業従事者等の住所地等を管轄する農林振興事

務所長を経由して知事に提出するものとする。 

6 前項の場合においては、第四項の規定を準用する。 

(昭五五規則三二・平四規則五・一部改正、平五規則三二・旧第八条繰上、平一二

規則八〇・一部改正、平一六規則三二・旧第七条繰上・一部改正) 

(貸付けの決定) 

第五条 知事は、前条第四項の林業・木材産業改善資金貸付申請書又は同条第五項の林業・

木材産業改善資金県貸付金貸付申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、貸

付けを行うことが適当であると認めたときは、貸付けの決定を行うものとする。 

2 知事は、貸付申請者が次の各号のいずれかに掲げる者であるときは、貸付けをしない旨

の決定をすることができる。 

一 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成三年法律第七十七号)

第二条第二号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

二 暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。) 

三 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

3 知事は、第一項の規定により林業・木材産業改善資金貸付申請書に係る貸付けの決定を

したときは、林業・木材産業改善資金貸付決定通知書(第三号様式)を当該貸付申請者に交
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付し、かつ、その旨をその者の住所地等を管轄する農林振興事務所長及び事務委託機関に

通知し、同項又は前項の規定により貸付けをしない旨の決定をしたときは、その旨を当該

申請者及びその者の住所地等を管轄する農林振興事務所長並びに事務委託機関に通知す

るものとする。 

4 知事は、第一項の規定により林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書に係る貸付け

の決定をしたときは、林業・木材産業改善資金県貸付金貸付決定通知書(第四号様式)を当

該融資機関に交付し、かつ、その旨を当該林業・木材産業改善資金県貸付金貸付申請書に

係る林業・木材産業改善資金の貸付けを受けようとする林業従事者等の住所地等を管轄す

る農林振興事務所長に通知し、同項の規定により貸付けをしない旨の決定をしたときは、

その旨を当該融資機関及び当該林業従事者等の住所地等を管轄する農林振興事務所長に

通知するものとする。 

(平四規則五・一部改正、平五規則三二・旧第九条繰上・一部改正、平一二規則八

〇・一部改正、平一六規則三二・旧第八条繰上・一部改正、平二三規則二二・一部

改正) 

(貸付け決定の取消し) 

第五条の二 知事は、前条第三項の規定により貸付けの決定の通知を受けた者が同条第二項

各号に掲げる者に該当することが判明したときは、当該貸付けの決定を取り消すことがで

きる。 

2 知事は、前項の規定により貸付けの決定を取り消したときは、貸付金を交付せず、又は

期限を定めて貸付金を返還させるものとする。 

3 知事は、第一項の規定により貸付けの決定を取り消したときは、その旨を当該貸付けの

決定の通知を受けた者及びその者の住所地等を管轄する農林振興事務所長並びに事務委

託機関に通知するものとする。 

(平二三規則二二・追加) 

(借用証書) 

第六条 第五条第三項の規定による林業・木材産業改善資金貸付決定通知書の交付を受けた

貸付申請者は、林業・木材産業改善資金借用証書(第五号様式)を原則として事務委託機関

及び奈良県森林組合連合会又は奈良県木材協同組合連合会を経由して知事に提出しなけ

ればならない。 

2 第五条第四項の規定による林業・木材産業改善資金県貸付金貸付決定通知書の交付を受

けた融資機関は、林業・木材産業改善資金県貸付金借用証書(第六号様式)を知事に提出し
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なければならない。 

(平四規則五・一部改正、平五規則三二・旧第十条繰上・一部改正、平一二規則八

〇・一部改正、平一六規則三二・旧第九条繰上・一部改正、平二三規則二二・一部

改正) 

(支払の猶予の申請) 

第七条 法第十条の規定による償還金の支払の猶予を申請しようとする者は、林業・木材産

業改善資金支払猶予申請書(第七号様式)に知事が指定する者の証明書を添え、償還期限(分

割払の場合の各支払期日を含む。)の三十日前までに原則として当該貸付に係る事務委託

機関を経由して知事に提出しなければならない。 

2 法第十二条第二項において準用する法第十条の規定による償還金の支払の猶予を申請

しようとする融資機関は、林業・木材産業改善資金県貸付金支払猶予申請書(第八号様式)

を、償還期限(分割払の場合の各支払期日を含む。)の三十日前までに知事に提出しなけれ

ばならない。 

(昭五五規則三二・平四規則五・一部改正、平五規則三二・旧第十二条繰上・一部

改正、平一二規則八〇・一部改正、平一六規則三二・旧第十一条繰上・一部改正) 

(支払猶予の決定) 

第八条 知事は、前条第一項の林業・木材産業改善資金支払猶予申請書又は同条第二項の林

業・木材産業改善資金県貸付金支払猶予申請書を受理したときは、速やかに、これを審査

し、償還金の支払を猶予することが適当であると認めたときは、償還金の支払の猶予の決

定を行うものとする。 

2 知事は、前項の規定により林業・木材産業改善資金支払猶予申請書に係る償還金の支払

の猶予の決定をしたときは、林業・木材産業改善資金支払猶予決定通知書(第九号様式)を

当該申請者に交付し、かつ、その旨をその者の住所地等を管轄する農林振興事務所長及び

事務委託機関に通知し、償還金の支払の猶予をしない旨の決定をしたときは、その旨を当

該申請者及びその者の住所地等を管轄する農林振興事務所長並びに事務委託機関に通知

するものとする。 

3 知事は、第一項の規定により林業・木材産業改善資金県貸付金支払猶予申請書に係る償

還金の支払の猶予の決定をしたときは、林業・木材産業改善資金県貸付金支払猶予決定通

知書(第十号様式)を当該融資機関に交付し、かつ、その旨を当該林業・木材産業改善資金

県貸付金支払猶予申請書に係る支払の猶予を受けようとする林業従事者等の住所地等を

管轄する農林振興事務所長に通知し、償還金の支払の猶予をしない旨の決定をしたときは、
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その旨を当該融資機関及び当該林業従事者等の住所地等を管轄する農林振興事務所長に

通知するものとする。 

4 知事は、償還金の支払期日を過ぎて支払の猶予をしない旨の決定をしたときにおいても

法第十一条の違約金を徴収するものとする。 

(平五規則三二・旧第十三条繰上・一部改正、平一六規則三二・旧第十二条繰上・

一部改正) 

(事務の委託) 

第九条 知事は、林業・木材産業改善資金の貸付けに係る事務(貸付けの決定、期限前償還

の決定及び支払の猶予の決定に係るものを除く。)の一部を奈良県森林組合連合会及び奈

良県木材協同組合連合会及び奈良県木材協同組合連合会に委託するものとする。 

(平五規則三二・旧第十四条繰上、平一六規則三二・旧第十三条繰上・一部改正) 

附 則 

この規則は、昭和五十一年十一月  日から施行する。 
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附 則(昭和五三年規則第二六号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和五三年規則第三七号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和五五年規則第三二号) 

1 この規則は、昭和五十五年四月一日から施行する。 

2 この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則第二条の表第一号の(3)、同表第二

号及び同表第三号の(2)の規定は、この規則の施行の日以降において貸付ける資金から適

用し、同日前に貸付けられた資金については、なお従前の例による。 

附 則(昭和五五年規則第二七号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則第二条の表第一号の(3)及び同表

第二号の(2)の規定は、この規則の施行の日以降において貸し付ける資金から適用し、同

日前に貸し付けられた資金については、なお従前の例による。 

附 則(昭和五六年規則第一一号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和五七年規則第二九号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和五九年規則第二三号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和六〇年規則第一六号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和六一年規則第二六号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和六二年規則第二二号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成二年規則第一九号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成三年規則第一〇号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成四年規則第五号) 
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(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現にこの規則による改正前の奈良県林業改善資金貸付規則の規定

により提出されている申請書は、この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の

規定により提出されたものとみなす。 

附 則(平成五年規則第三二号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に改正前の奈良県林業改善資金貸付規則の規定により提出され

ている申請書は、改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の規定により提出されたものとみ

なす。 

附 則(平成六年規則第二四号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に改正前の奈良県林業改善資金貸付規則の規定により提出され

ている申請書は、改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の規定により提出されたものとみ

なす。 

附 則(平成九年規則第五八号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成九年規則第八号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一一年規則第四一号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一一年規則第一一号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の規定は、この規則の施行の日以
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降において貸し付ける資金について適用し、同日前に貸し付けられた資金については、な

お従前の例による。 

附 則(平成一二年規則第八〇号) 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

附 則(平成一二年規則第二号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成一三年規則第二八号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の規定は、この規則の施行の日以

降において貸し付ける資金について適用し、同日前に貸し付けられた資金については、な

お従前の例による。 

附 則(平成一四年規則第二五号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の規定は、この規則の施行の日以

降において貸し付ける資金について適用し、同日前に貸し付けられた資金については、な

お従前の例による。 

附 則(平成一六年規則第三二号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則による改正後の奈良県林業改善資金貸付規則の規定は、この規則の施行の日以

降において貸し付ける資金について適用し、同日前に貸し付けられた資金については、な

お従前の例による。 

附 則(平成一七年規則第六五号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成二三年規則第二二号) 

(施行期日) 
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1 この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条、第二条、第一号様式及び第二号様式の改正規定、第五号様式の改正規定(林

業・木材産業改善資金借用証書特約条項(第五号様式裏面)第一条中第十一号を第十二号

とし、第十号の次に次の一号を加える部分及び同特約条項中第十三条を第十四条とし、

第十二条の次に次の一条を加える部分を除く。)並びに第六号様式から第十号様式まで

の改正規定 平成二十三年四月一日 

二 前号に掲げる規定以外の規定 平成二十三年七月一日 

(経過措置) 

2 この規則による改正後の奈良県林業・木材産業改善資金貸付規則第五条、第五条の二及

び第五号様式(林業・木材産業改善資金借用証書特約条項(第五号様式裏面)第一条及び第十

三条の規定に限る。)の規定は、前項第二号に掲げる施行の日以後にされる貸付けの申請

について適用し、同日前にされた貸付けの申請については、なお従前の例による。 

附 則(平成二四年規則第一五号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和二年規則第五一号) 

この規則は、令和二年四月一日から施行する。 



28/28 

第1号様式(第4条関係) 

(平16規則32・全改、平23規則22・一部改正) 

第2号様式(第4条関係) 

(平16規則32・全改、平23規則22・一部改正) 

第3号様式(第5条関係) 

(平16規則32・全改) 

第4号様式(第5条関係) 

(平16規則32・全改) 

第5号様式(第6条関係) 

(平16規則32・全改、平17規則65・平23規則22・一部改正・令2規則51・一部改正) 

第6号様式(第6条関係) 

(平16規則32・全改、平23規則22・一部改正) 

第7号様式(第7条関係) 

(平16規則32・全改、平23規則22・一部改正) 

第8号様式(第7条関係) 

(平16規則32・全改、平23規則22・一部改正) 

第9号様式(第8条関係) 

(平16規則32・全改、平23規則22・一部改正) 

第10号様式(第8条関係) 

(平16規則32・追加、平23規則22・一部改正) 

 


